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l はじ めに

1 -1 従来の研究と本研究の iヨ的

地域における j造業構造の変化は，通常， 農業地域における工業の立地，あるい

る重工業の立地という過程を通じて実現される. それに伴ってその地域における

造もまた河様の過程を通じて変化する

地域における労働市場の研究のフレームワークは， 数人の地理学者によって示されている，たとえ

おけ

もしくは就業構

~~f Holrηand ¥Veissglas 1) は， モデルのための図式を示し， レベノレが， 内生的

は人口移動-人口 . Jlu勤により され， それに付加されるべき政策的なものとして，転出や

しい仕事，財政援助による企業閉鎖の延期，雇用の配置と

し、つ

補充をi長/J"化す一るとし、う目

とりあげているの.

jせj戒に才すけ

は， :l也j或tこまョける

の分析は，次の三つのカテコσ リーに分けることができる. 1のカテゴリー

あるいは労働市場の分析で， 次の二つのアプローチから行われている.一

つは，労働需要からのアプローチで， たとえば地域の産業構造の変化に伴う の変イ!二3) などが

論じられる. もう一つのアプローチは， 労働供給慎IJからのアプローチで，地域の人口

じるものである.たとえば， 都市の産業別人口 ら，者勾必要最小就業者数

のHおじを行っている研究がみられる j)

2のカテゴリーは，地域雇用のそデ、ノレの構築で， 産業活動のレベルの変化や地域間賃金格差に

ウ労働力人仁|の地域的分布に関するモデルの構築5) や， 産業I~内相互依存と空間的相互依存との

した地域雇用モデルの構築aがみられる6)

3のカテゴリーは，大都市陸!の構造と有・就業構造との関係である.郊外の成長に伴う大都市留

における鹿JFJ分布の変化を分析した研究7) や，郁子b'I~1こl 心から郊外に至る，雇用密度関数を推定した同究8)

らj〆しる. こオしらのうち， 111引こ 1およ

汗W~ よりも J去しづ也Jwをその単{立士山 i玄としており，

2のカテゴリーにおける研究の多くは， いずれも都

な分析が行われてし、

る. そして，士山戒の よ ，士むj或における ける最も重 とし
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てとりあげられている. 特に労働需給 !期しては、いく らオしている9)

しかしながら，小地域レベル内においては y 上述のような賃金格差などとは異なった説明原理にも

とづいた雇用の分布が展開されていることが予想される. 特に，r~}î度成長期以後わが国においては，

地域における産業のや空間的配置などに変化がみられることが種々の文献等で指摘されているた

め，このような小さな地域レベルで地域の庭用動向を分析する場合， まずその笑態を再把握すること

が&、安であると考えられる

そこで、本研究においては p 数市町;1すからなるような比較的規模の小さな地域をとりあげ 3 その地域

における産業の立地と雇用の動向を概観し， 若干の事例にもとづいた考ー祭を行う.対象地域として

は，甲府盆地を包含する山梨県中央部をとりあげる. その際， i) 工場誘致や工業団地建設に伴う，

雇用面からみた地域へのインパグト， ii)一地方都市である甲府市とその周辺農村との関係， たとえ

ば甲府市から周辺農村への雇用機会の遠心的拶動の存在の 2点、が問題となる

1 -2 研究対象地域

*1i万究の対象地域である山梨県中央部とは，第 l図て示すような， 28ThiH]村からなる地域とする 10)

長

静

同

県

o IOkm 

~~ 1 [立i研究対象地 i或

埼玉県
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?ωωの川j峨はは.， 1:司干刊F

{梢甜尚j成d点Lさjオれ/、しる J束~見束1夜j{[ 京京.の泊凶- ブ方']'出t/句旬ヨ孔100k王mの{位立i誼7苫宣5主:にあり札3 i最長j近互Ji，首者都1)1医笠週/ 1)βか〉らの企業の話続~f出:1土拍上臼;il とみ られる ような 3
企合似慨，去業去来tの新川Mω色川カが州:叫刊lh応i長ん川必或:である ま 九 州として比較附/同:した地形をなしているため 3 外的

な引きと 1)')(1'，]な到jきと を区別しやすいとし、う ~';'i: i~虫をイー iーしてし、る 11)

l[ 山梨県中央部における雇用の動向

1I -] 従業者数のHt移

本対象地域を合む山梨県の民業11li込ーには， 1958年以米， 労働集約時1;)な， i炭是楽業:一一食料{品;「品こ弘占製製一).造i退遣i主f...卸3先E 
と' 餐五針モ一一一繊品料紺維H佐t*事製~:;造主 . fi在制仰eヰ羽IJト，光f己との二系列をj主ミ(体本と し fたこゴj十村伴令rイず:I~衿I~

l山，日.干:iルしい、ザir♂f日日:，¥I~目三ヨ!を j抜浪う 2在釘仰:千引/l売 7業1長主へのウゴイトの変化が現われている こ とが;出向されている 12 )

a )第 2・3次産業一公務を除 く(山梨県中央部)

千人L:J第 3次産業(卸小売業 公務を除く)

~~V 1 F::::J卸小売業

200ト じづっ誌業 ・建設業

阪矧製造業
150 

1963196619691972197519781981 
年

b )製造業(山梨県全県)

ト'.:1その他

千人 目11金属系
100 ~ 件出機械系

50 

[:;:J繊維系

医訟3食料品

1963 1978 1981 
年

;J¥ 21立i従業者数のほ移 資料:'!'li・業所統計調査報告

1:T~ 2lzla)は， 山梨県中央部における， 1960 

年から1981年までの F 第 2次産業および第 3次

産業の従業者数の推移を産業7jIJに示したもので

ある.ま た第 21z1b)は，製造業の従業者の業

桁5]1J11#成を，主要な業種について表わしてい

る.本対象地域の範聞ではデータが得られない

ので，山梨県全体について示しである.

1960年においては，製造業の従業者数は全体

の25%，年11小売業の従業者数は全体の30%，7fjJ 

小売業以外の第 3次産業の従業者数は全体の31

%を占めていた 製造業においては，繊維系工

業や木村工業などのシ ェアが li~-hいが，逆に化

学 ・金属 ・機械系工業のシ ェアはかなり低い.

このように1960年においては，依然として製

紙 ・絹織物・木工業;などの!経工業が首位を ，:'::i

め3 機械系工業などはまだこーく少数であったこ

とを示している

1981年におし、ては， 従業者数は，J960年に比

べほぼ倍治してい る 各産業別構成比は，1960 

4三のそれとほぼ同じであるが，製法業内部では

構造 I~I句~ 'íじが起こっ てい る. 金属・ 機械系工業

や家具ー工業，衣服一工業は比較的従業者数がや11びている反面1， 繊維(衣服以外) ・木材 ・紙ノミルフ。工業

などの従業者数は減/}'しており ， このような在来工業の衰退に伴う震用の減少と ，それに対ーする金

-機械系工業のの1111びとが対照的に現われている

1960年から1981:;1三までの従業者数のHt拶をよヘると s 第 1<X石11]1シ司ソグをはさん で， 1972年から
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1975年の間に雇用の停滞がみられるものの， iiE年的にほぼ単純地力/lしている.

は，各産業とも雇用がほぼ何一比率で増加しており 2次産業のシコープ

持している. 1972年以降， 製造:業の雇用が停滞し， 1975{fl;J、1¥年は居H刊の

1960年から1972{j三まで

通じて約37%をk;W

3 ik f多っ

ている.製造莱の応用にの兆候>//-"現われるのは1978(，¥三1;J、昨になってからである

者数の山梨県全体における推移に着目すると， 1960年において製注業の半数 ζ25，000人〉を占めてい

た繊維系工業の従業者は， 1960年から 1981年までに約 3分の 1(8，000人)づ去して， 19811，¥ミに

業の20%(17，000人〉になっている.それに代わって，機械系工業の従業者はにおけ'る5，000

人〈製造業全体の10%)から31， 000人増加して， 198]年には36，000人(製造五芝全体の40%)に達して

いる.単純に計算すれば， 織主ii:系工業の労働力の減少分は，機械系工業によって完全に吸収されてい

ることになっている. しかし， 1960年ごろまで大きなウエイトを占めていた製2糸業にJ:')し、てf;:J:，労働

力の大部分は若年女子で、あったが，その後，結婚による離i殻等によって， I~I ~イミに労働力を減少》

{じさせて現在に至っている13) 一方，金属・機械系工業の労働力の多くは男子ーであり 7 したがって，

繊維系工業から機械系工業への労働力の註i安の移動はほとんどないと考えら札る.

11 -2 従業者数の空間的分布

このような山梨県中央部における雇用の拡大がどの地域で展開されている泊五を不したものが第 3凶

である. このi玄!は?山梨県中央部における 2次・第3次産業の従業者の市寸万IJ分布を1960年と

1981年について表わしたものである. 1960年においては，市をはじめ， J:irK U-l . LLJ梨-五の各liJ

および石和町・市川大門IBJ・|狭西の山麓lil)の各HIJi寸に従業者;が多く分布していアこ.

これらの市HJJ村の各産業の雇用者数を， 全国に対する立地係数によって検討すると) 111) 11大111]111Jベ}

増穂町では建設業および製造業の立地係数が高くなっており， 石和!日]やl扶自の抑形Il!J. 1訂版1!lf.鰍沢

Ill]ではサーピス業の立地係数が高くなっている 工業統計の従業者数を分析すると， -m-JII大I'IIJ1¥1 rでは

和紙製造業が， Ifi秘 I11Tで、は織 ~;ít工業が卓越していることが指摘で、きる. これにし， 1981年において

は， 1960年の場合に比べて， 甲府市およびその周毘のIllTi寸における雇用者の増jJllが顕;許に現われてい

る(第 31玄jb)).

1981年の1960年に対ーする従業者数の増加率が最も向いのは? ヨ三組j寸.IIj'訂nrr.昭和11lJ・竜王11IJーなど、

甲府南西側の各IllHJで， 1960年の 6~16倍に及んでいる 次に増1JIι手が高いのは，八代11IT 街JJ去IIIJ

-石和Il!Tなど峡東の 31I!T村である. 逆に， 雇用者の{IIIびが最も低いのは， J勝i日除;券如?討j沼召i打刊川l引町!りT.イ戸鰍P可敬可秋桁Ri沢尺i問!リ川可iりりJ.一)巾!バ山IJ川大11門l日司1I i 

!向j立巧lJ などである f甲=[干羽F戸]府市南西(慣側R別1収そやコ倒御l~坂j反1引引刊[!山叫i日町i行J可χにこ j

ならびにi日田33ヨ宮富i町Jl叶可i町汀[宇.竜王11問II町i月T勾における在釘卸1I小完業の従業者数の急増によるものである. 石市WIT.春日 Ji~i

11IJのそれは，主としてサービス業の従業者数の急増によっている. 前者の場合は， I主!u):工業iヨjJ也なと

センターの建設がその背景となり， 1走者の場合は，泉ヨL者w，!J-としての成長が

その背景ーとなっている. )j券沼IlJ}. i~歌沢 1 1I Tや韮11崎市の従業者数の {'IIびがいのは， 処設業の従業者数が

大きく減少したことや 3 鰍沢IJITfこおける繊維・木材工業の従業者数が減少したことなどによる. IIUII 

大F引J]ーにおける従業者数のjElIびh'Xiみは? 地場産業で、ある繊維・製紙工業，それにj幾械工業の Fn者の
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b) 第 2 ・3次産業一公務を除く

c )製造業 (1960年)
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ョ~ 3 図従 業者の分布 資料 :第 2図に同じ

減少のためである.

]I -3 新規求人数の推移

tf~ 4図は， 甲府公共職業安定所における新規求人数および新規求職者数の推移を示したものであ

る.甲府公共職業安定所の営il告区域は， ~~ 1図で示 したように本対象地域のほぼ中央部を占めている

新規求人数は 15 ， 000~40 ， 000人のnnで変動し ， 1964年.1968年.1973年に大きなピー グがみられる.

学卒求人14)は， 1964年と 1968年とに大きなピータがみられ，それ以後は激減している. 一方，一般求

人の方は，長期的にみれば13，000人前後で、ほぼ一定しているが， 1973年には22，500人とい う大き なピ

ークがみられる ほか，1967{1三に小さなピ ーグ，そして1977年にはトラフがみられる. 経済企画庁によ

る景気の基準日付 によると， わが国の景気のトラフは， 1962年 .1965年 .1971年・ 1975年に記録され

ており，これらの求人のITVJきとほぼ一致している15)

一方，求職者数のHJ=.移は 41玄Ib)に不される通 りで， これによると ， 仁iこ1・高校卒業者数の求

i険者数は毎年2，000人， 一般の求職者数は街ー年8，000人前後で， 求人数の動きと りほぼ一定した

{直を保っている 経済変動との関係は明確 ではない. 新規求人数と新規求職者数との比，すなわち
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第 4l'Xl *Hl~ ::-j<:ノ¥数および新規求職者数の推移

(q3府公共職業安定所管轄区域〉

注:1976年まで、の一一般求人および一般求職は)百年

集計，そのi也は益手三度集計. 1976年の一般求人は，

暦年集計および年度集計をi:li:記
資料:山梨県商工::J5'働部職業安定諜・雇用保険諒

「労働市場年報J

求人倍率は， 1974~三までは，大きく変動しながら

も， 2~3 倍の能率を維持していたが3 それ以後

は2倍を下回って全3り?求人数の低迷傾向が現わ

;J-している.

次に，このよう ~ζ求人の動向

るために，新規求ノ¥数を産業月iJに分析する.穿!;5

図は，新規求人数の推移を産業日1Ji:こ表わしたもの

である. この図か再うはし、くつかの4寺徴的な劫きが

みられる.第 1の特11:徴的なきは，

おける長期的低落f頃 r1:百である.好況とは現状を

るが，不況になると求人数が低下し?

1975 1980 
年

人 b)食料品製造業
2，000γ 

OL 
1965 1970 ! 975 1980 

人 c)繊維製造業

:::1 
印
年

Q
J
 

E
J
 

吋

tqd 

人 d)金麗製造業

2。。:[
戸、、世田司-_斗

1975 1980 
年

人 e)機械製造業

人 t )製造業(b) - e )を除く)

2q 
人 g)卸・小売業

:i::7J 
人 h) 第 3次産業 (g) および公務を除く)

1980年には1967年の半分になっている機械系工 第 51~\ 産業日lト古川間七人数
i.:i: : 1976il三までは!百年集計3 そオfし以降は年度集計3

業を除く製造業全{本に!司慌の傾向がみられる 1976{j二は両方を併記.資料:第 41習とl司じ.

一方 2の特{数131うな窃Jきとして，機械系工業の求人の動きがあげられる.かなりの波動がみられ，
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1973:q三に大 'IJZf; な求人数の---11寺的な tl~I JJnがみれらたほか ， 1977年をト ラフとして，求人数が急速に4写増

加するとい う動きがみられる .tP; 3 ?:欠J:主主2の求人にもl司j策の傾向がみられる.

また，tf~; 3の特徴的な到]き として、 建設業の求人の3 景気の波の影響をほとんど受けない，一貫し

て安定した成-Btf頃|旬がj出向できる.このように， 1971年から1974年にかけての好況JJJjと1977年以後と

において，機械系工業やi~~ 3次jlI;:業， それに建設業の求人の1r11びが目立ってお り，逆に繊維・ 食品に

代表されるような軽工業部門の求人は衰退傾向にある

この ように 3 この地域の労1rrvJ'お要は3 全体的にみれば， 1972'--"731:1三の好況JVJと例外と すれば，微増

傾向を維持・しているが， そのウエ イ;ー は，建設業 ・第 3(欠産業の方が向くなっていく傾向にある.特

に， 197711三以降の機械系工業の立j也によ る求人のれ1'1びゃ， 引í~ 3次産業の求人の111'1びが， 1973年以降の

労働需要の急務に歯止めをかけたといえ る

I[ -4 新規求人の空間的分布

1!t~ 2卸iにおいては 3 山梨県における従業者の分布を， 1960年と 1981年とについて比較検討したが 3

木11(iでは， 1.981年の時点における新規求人の空間的分布を明らかにする 規求人の分布を微細なj也

j或スケールで11文り上げて集計 した既存のヂータは存在しないので 3 ここ では，甲府公共職業安定所で

発せられた求人票の うち j 1981年 7)"lに完結16) した分をJllいて集計を -)た.その件数は32919ニで，求

人数は令官1-715人である. これによ って， 各判こごとに，事業所の所在地， そのj産業，求人職種，求人数，

10km 

X 10-4 

磁強詔 95-
…司ー…'一…'一一… :日::::=148-71 
i: :124-48 
卜""-1 0-24 

加61玄I xJf};l~求人数(l981 i:jê. 7 月完結分〉の，全従業者数十こ I:!:i める" I;~IJ合一一'l3 Jlt公共職業安定所管内
資本l:求人京 (1981.iY.7 n完結分)および11日午1153年事業jiJi絞;汁
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性別が求められた.そしてそのデータをもとに， その求人数を-!ljI!IJ村 (1干lnirll'については統計区〉ご

とに集計 した.

それによると ，新規求人数は， Ifl)f聖子のr¥l・1よjj色に集中した分布を示すが，通常，その地域における従

業者数が多くなると，それに従ってオ主人数も多くなる そこで，その地域の求人数と ，その地i戒の全

従業者数との比をとることによって， その地域の相対的な求人数を得ることができる.tit 61習は， こ

のようにして得られた相対的な求人数の分布を表わす. ただし， 全従業者数については， 1981年の甲

府市の統計区別の数値がまだ公表さオ℃ていないため， 1978年の数値をYFJいたーこの|玄lによると， 相対

的な求人数は 3 甲府市1:1コ心部よりもむしろその周辺注目に多く分布している.特に， EI=I府TlnlYflj地の縁

辺部および甲府市南部・玉穂村 .1五富'日J]・E("3凶UJ}・経1I坂[lりなどに集中している.

このような 3 相対的に求人数の大きな地域というのは， 産業の新たな立地 もしくは雇用者の新陳代

謝が盛んで 3 労働力に対する投資の盛んな地域である とj村釈することができ る. したがって，この図

によって 3 この地域の雇用の立地が， 者1)心から郊外へ移動していること がわかる. そして逆に，甲府

市の中心市街地における相対的な求人記(の低さは， この地j域或に主お宇Uしい、て，新たに労{働副助J需3嬰婆2E;を三生1::ミみみ、!ι出11け-ブ力] 

が弱まつていることを意i味床する.

直 産業立地の諸形態と雇用への効果

]l-1 産業立地の諸形態

前章においては， 1960年から1981~斗こかけて 3 山梨県中央 );tIS においてj印有者数がほぼ{~;:;-J訴し，特に

甲府市周辺の各町村における 3 製造業を中心とした雇用の卯IJIlが特徴的で、あることを出向した. この

ような雇用の増加の背景としては，次の二つが考えられる.

一つは位置的-交通的要因である. UJ梨県 1=j:I央部は，東京大都市IYfIのi十l心者1¥i'1l東京から四方約 100

kmの位置にあり，かなり東京への近;姿性が声i く，特に最近数年においては，束京大者I~rl'j 閣の外縁日告の

工場地域としての役割をもってきている. この近接性の上昇に対して大きな役割を果たしたのがlこ1:1

自動車道の関連である. この道路の関J.:illに伴って， 京浜市場のみならず，中京.I主1i?1iiliJ易ーに対する近

j妾性もまた上昇しており 3 卸売業などを 1:1コ心に， 京j兵市場と 1:1:1京 ・|支出iTli'J易との両方をJlfirl~i] して立地

した企業が数例みられる.

もう一つは，山梨県による， 工業主ζ土也に|到する政策的背景で ある.これは，産業立j也および雇用地

加の契機とな るものである. その一つ は工場の誘致で， r一村一工場J を 1~1 伎に，各 1 ]1] 村において工

場用地を確保し， 工場を誘致するとい うものである. いま一つは工業在日:血の建設で，1968ji三から1981

年にかけて三つの工業団地が計画・造成されている. さらにこれに類するものとして，山梨県におけ

る物流の拠点として， 1974年より 山梨1県流通センタ ー (卸売1]]地およびトラ y タタ ー ミナノレ〉が建設

されている.このような三つの政策的手雪景にも とづいた産業の立地が， I. LI梨県のm~ n:)l:仰J J:J (，こ，大きな

役割を果たしていると考えられる.

以下においては， これらのうち， コゴ揚の誘致・工業団地の処設-卸売l立Ij也の建設とい う三つの形態

の産業立地をとりあげ，その雇用へのが1果を若干の事例¥こもとづいて考察する.
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1l[-2 工場のi誘致

山梨県 [:1=19と I~I\ においては， 1-一村一工場J を目標に山梨県によって工場の誘致が図られている17)

された工場数は， 1957:i1ミから1972年までのIUjに71工場を数え， 1980年までに約90工場に達してい

る. その多くは金問・機械系工業で， 主えりを食料 JfJ-i ・衣JIIi ・窯業などが I~=i める 18) このような工場会誘

致によって， 19571，1三から19721，1ミの1M]に操業を開始した工場会において雑保された雇用者数は， 操業開始

の従業者数の県防値で， 7，000人をかぞえる19) この数十ま，第2間的に示された1972年におけるこの

関i;(:lJ
F;:;JJ;l; 

X 工場の位置合

500人

従

業

者

数
ハH
U

• 10 

o 5 km 

U~ 71玄iA工場の従業者の分布(従業者10人以上を有する常住

r!TillJ村のみ〉および労働力人口に対する'.JflJ合(1975年〉

資料:同工場 no年のあゆみJ .国勢調査報告

地j或の製造業従業者数の15%にお

よぶ(また， 1957:ij三から1972年ま

でにおける製造業従業者数の増加

分の30%におよぶ). このように，

よる雇用者数の増加

はy 雇用者数の増加量全体に比べ

れば，大きいとは言い難いが 3 ェ
J易の立士山こf:leっ

し?あるいは商業活動が活発にな

って 3 これらの庭用が創出される

ことを考慮すると，

う本対象地域における雇用増大の

効果は決して小さくないと考えら

1，0る.

次に F このような工場誘致による雇用のJ広大のy 空間l'j/jな影響にIJ!-Jする p 一つの事例をあげる.

71z1は3 櫛形町に所在するA工場(桜械系〉の， 1975年における従業者の居住地の分布を表わして

いる20) 従業者の辺勤聞は中巨摩郡や甲府市に及んでおり， 70%以上が，半径 6km以内の市11!T村ーか

ら通勤している. また， I司図では， 各市寸の労働力人口に対する割合を示しているが，この図によ

ると， 芦安村の10%をはじめとして 3 揃形・白根・若草の各町の労働力の 2%以上を吸収している.

このように， 一企業の立地による茂:村地域へのインパグトは大きく， しかも，その距離逓減性が明確

おける労働力吸引i習は比較的狭小で 3 かっその間内に集中的に雇用のイに現われている. こ

ンノミタトを与えている

IlI-3 

山梨県仁1:1央部においては，1968""""1970年に， I主1/司:工業問地(甲府-m・昭和ll!Jおよび玉総村〉・ l手間

( 1'F1西 1l!T)

の 1次石油ショッグを

(昭和1111]")の三つの工業団地の建設が計四された. しかし1973年

き詰まりを見せたこと等により，入居企業の操業の

はかなり遅れ，工業1]ν虫が以降，甲V!i工業団地が1979年以降，釜無工始

業団地が1981{1三以降となっている. 1981年現在工業用地はほぼ完売しており， 1983{j三までにはほとん

どの事業所を開始する凡込みである. 工業団地で操業する工場の大Ì~I)分は機械・電気系の工場であ
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り，いオつ(ヲ〉る「先立jJ付主菜~_I ~こ )1罰する工場もいくつか合まれ kている.大半が京浜地区から進出してき

あるが，国!是正コ二業団地の一部には， 'l̂'府iliの1:1:1心rlJ"街地から移転してきた工場等も合まれる

これら三つの工業国土也においては， 1972年から1974年までに 8事業所が操業を開始し，約900名(う

ち県内J采FfJ約800;f，)の庭用が和されている. また) 1977!JI三から 1983:11ミまでに31事業所が操業を1m

始(予定を合む〉し， ま 300::t， (うち県内採用約 5，500名〉の雇用が京IJUJ (予定を合む〉されてい

る 21)茸~ 21玄a)によると) 1972{1三から1981年までにjl幼11した製造業の従業者数は4，742人であるので，

これら 3 工業団地によって創出さ~.した雇用者数は， この}邦矧U羽m刊刊-J丹[りiにjお弓け-る製巡業j厄語一l語

ていることになる. し力コし，この I1寺 ~1)] には， 繊維工業を仁1:1心とした;}!)fl'Jの雇用が大きく減少していとj

ので〈女主 4図的を参H官)，これらの工業団地の建設は， この11寺J切における製造業の雇用の現状維持

に大きな役割を果たしアこことになる.

これら三つの工業団±也のうち， 1980年までに分訟を完了し， 1981年 9月現在22事

を開始している

町レ ν ー __:トー L 

dコ yうユら移il去または

これ

し

うち， 16事業所が，高-機械系の工場で

近畿地方から進出して台た事業所は 2あ

り3 そJオ〆しに対対φ して，円甲干干宇3ヨI滑斤苛7市!巨-i1仁:やj1コ J心L心、日首部i日μS1.!カか、ら移転した三事j~

たものカが三 2ある. このように 1甲1干芋J府}市!打T内の企企吟3業i長主のj比:土ヒ率が3却Oタ%五とl而‘可月7率干担〈であり' また， 移転企業は

1斗のものに限られるとし¥う特徴がある

県外カ〉らの進出工場?主， 県内企業との結びつき く3 全事業所の下請工場の78%が県外に存在す

る. こjirul土，進出l以前G9所在地にある下詰工場をその主ま使用しているためであり， その翌日r!iの一つ

は技術 i二の問題のためで、あるようである. したがうて， これらの県外均三らの企業の進出:にド1'-う，生産

国での1)支及効果ーはまだ乏しいようである

これらの うち80%は県内保用である.現在採用の工員の職種は， 機械告;旦u工お

よび女子の検査コこが:::i三日とある. 大部分の事業所が進出後!日jもなし、ため， 従業者の年齢は比絞的若く，

35歳未満が70%をI-11める.笥:年約 300人の従業者がI迫力行しているが，労働力は不足傾向にあり，採用予

る充足率は70先長に満たないのが現状である22) 特に高校卒業者の充足率が低くなっている.

こθコょう:こ，こ 地における話用事情は， 198]年 9月の点

jえの労留すj需要が労働供計三をJ二1E_1っているようである. この事情が， 1978年以降の p 製造業111栄者数の

直し傾向に反映さオーしているようである.

したカ主って， 1980年前J後における 2次注業の雇用の停滞傾向は， このデータで~i!oる限りにおいて

は，製造業の伴iWiというよりもむしろ， 冴~ 3 Îj，く産業との競合というTúiから HS~Iり]するが適切であるよ

うに忠、オコオしる.

直-4 卸売団地の建計

J 牛
! γ 

、、一，

は，第 3

からみると， 3 

の

そ1，"しCD

ミの地域においては成長の若しい計1)/"1']である.経済変動の影響

2r--./ 5%の割合で成長している.在1I・/J，う'c業の雇用者数

を12iめている. 在|ト と?それ以外の 3
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~;g 8 121 1[/1.小売業従業者の地加率(l972~1978年) 資料:事業JiJrMe計調査報告

業の雇用の成長率とは，ほぼ同じで， その大きさは年 2~5%である . しかし I叩'1甲刊j=J刊ヨηj府有市!中こ千中iド::J)心L心、詰出部1)7)ω泊かユらそ

の交列郊l目l夕外、トトへと， 自在釘卸~I引Il売業を 1:1キ札1=

大きな差異がみられる

5fE8図VJ，この地域における) 1972:::1えから1978年にかけての卸小うで業の従業者の噌 JJj)率を示す.甲

府市中心部や，山総の/lIT1寸の雇用j民力11本は，地域全体の平均を下IJilり，甲府i'i5'の!日I1TJ屋fJ:iなどではマイ

ナスの増力/]J与を示している. :iiE ~こ増 1m-;;与が高いのは， 甲府Tlï'の郊外で，特lこ回'r't~' IIlTの450%を筆頭に ，

竜王[l]T.甲府ïfj国 母i也 I-X~ .昭和[1fT'松市/lITでは， 100 %を上回る与を示す. これらの地区は，

i迅担 !白問宣ヨ11地也や 1在向卸~I引11坑完売;7市|わ打l'場など 日尚1荷討業{機涙茨司f能j伝Eのl中Fド刊川J川川i川川j片的1:不利有:;J守;うJ什什1干司苛-↑七いIJ一J

|医悶主割1;道草ノミイパスや工業i団宣宣i地のi処処設?にこ斗f:!午:い， それを指向した卸小売業が立地している i坊 FI'Ï- ( 二 ~;目当する

UJ梨県流通センターは;このような卸売業の ~í_'l. J出移動の最も大規模なものである. 1976年から1980

年にかけて，甲府í'IYI:I=1 心部の卸売業の71事業~F)'Ï- (うち3事業所はサービス業〉が移iliぶして入居したもの

で，従業者は合計1.450人である. 移転元は， その大部分が， 甲府ilX1:1:1心部の問屋倒である.大部分

の事業所は，拶転に伴い}~5 (，;rIìの拡張を行っているが， I司 il~lï: に経営の合:n日化を行 っているため，

のJ:民自はほとんど、行われていない.そのため， 卸売団地を合む田寓i1ITでは，卸 小売業の従業者数
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は， 1972年から1978年にかけて， l， 076A j:~ljJll しているが， それに対して， 11:11問屋街を合む

土J11 j並区においては， II~J じ i記長期に卸小売業の従業者数は 807人 j成少している. このように，剖1・小うE

業の立地移動の場合は，その庭用者の空11 \'l 1~1守分布の移動を伴うのみで， 新?となる扇u羽の創造を伴うこ

とは少ないようである

卸売業の立地移動が， 移動先での新たな雇用を導かないもう一つのは 3 卸売業のも

にあるようである.卸売業の場合は，従業者の大部分に専門的知識を要求されるために，

jおこ多大なn寺1'M1と費用を要する. そのため，従業者の雇用も，製造業における技のように，広い

地域スケーノレで、行われる. したがって， 移転先における雇用へのインパグトは少なく，また，経済変

動に伴う従業者の変動も少ないといえよう

日「結 び

本稿においては，山梨県中央部における， 1960年以降における雇用の動11なを概観し，産業の立地の

への効果を，統計データおよび宕干の事例にもとづいて考察を試みた. その結果次のような傾向

が見出された.

1. 山梨県中央部における従業者数は， 1960年から1981年にかけて倍増した. Y~'I)llfDJIJにみると，繊

維系工業の従業者が半分近くに減少した反国¥ 機械系工業および第 3次産業の従業者数が大きくイqlび

ている.労働市場においても， 繊維系工業をはじめとする軽工業部門の新規求人数は長期低落傾向に

あり，建設業や第 3 次産業の新規求人数は，経済変動の影響を強く受け4 ながらも 3 安定したj:I~ljJI1ぶり

を示している.機械系工業における新規求人数(，j:， 1次石1111ショックを機に したが， 1977年以

急_l二昇している.

2. 従業者の増加は 3 甲府市周辺の各i町村において著しく y 在来工業に特化していたi'¥'ilHT村にお

ける従業者の1111びは鈍化している， 既存の従業者数に対して相対的に新規求人数がおいのは，甲府

の市街地の縁辺部やそのJmJ辺の11lT村で J逆主に i甲'1苧13ヨj府有T市lil仁:れl

いる. このことは甲府市 I~コ心部から郊外への雇用の立地移動を11音示している.

3. 山梨県中央部における雇用の増加H'こ大きな役割を果たしていると考えられる三つの業立地形

態である，工場の誘致， 工業団地の建設および卸売団地の建設の雇用への効果を若干の事例にもとづ

いて考察したところ 3 次のような特徴が見出された. i)農村への工場の誘致は p その近i坪に対して

きなインパグ トを及ぼすが， それが及ぶ範囲は比較的狭小である. ii)工業団地の建設と，

それに伴う雇用の増lJn(ま1970年代において著しく， 特に1970年代後半における従業者数の1111びに大き

く貢献している • iii)卸売団地の建設は， 雇用者の分布の都市中心部から郊外への移動を促進させる

が3 雇用者数の増加にはあまり結びついていないようである.

このように，機械系工業の雇用の増加が， 織部t工業の低}存による雇用者数の減少を術完し，この地

域における雇用者数の増加をもたらしている. ここで得られたこれらの結果け，地域におけ4 る

定m・ノ¥口

における

ならびにそデ、ノレ化にあたっての一つの手がかりとなろう. 特に，従来の

・人口のモデ、ルとはやや視点を異にした? 者I¥itiや農村地域の空者J主I~lj;J な 1WI
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luiを強制することの有効性 している

詐Il!日;i，4(. iillllりならびに現地での討議をrflいた筑波大学奥野降史教授・斎牒功JJ)J教段および大学院の方々，ならび

に調査にiilll協力闘いた1)(;11系者の方々にi111礼!こpしi二げます.
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Location of Industry and th e Trend of Employment in the 

Central Part of Yamanashi Prefecture 

Yoshitsuyu ASAM1 

1n this paper， the trends of employmen七 since 1960 iηthe central part of Yamanashi 

Prefecture are investigatecl to consider th e effects oi the locatioll of industry to the 

employment based 011 census data and son:ゴeexamples. 

The results derived are as fo11O¥¥1s: 

(1) The number of persons employed in the central part of Yamanashi Prefecture in 

1981 had increased to t¥vice as many as ¥vere employed in 1960. Although the number of 

persons employed in textile manufacturi ng in 1981 had decreased by half as many in 

1960， the number of persons employecl in "l113Chinery manufacturing and in the tertiary 

sector g-rew rapidly 

Also， in the labor market‘ the number of nevv job offers bas been decIining for a long 

time in light manufacturing， especially in textile， and it has Iコeen grO¥ving steady in 

construction and in the tertiary sector in spite of the remarkable f1uctuations affected 

by business cycles. The number of new job offers in machinery manufacturing were in 

a slump clue to the first oil shock， but they grew rapidly again in the year after 1977. 

(2) The nu日lberof persons emp10yed has been growing steacly in the surrounding rural 

area of the central city， Kofu. But the grovvth in persons employed was s10w in the cities 

or towns ¥vhich specia1ized in the traditio口 a1 industries. The area in which the number 

of ne¥v job oIfers is rela tively high i口 comparison to the existing number of persons 

employecl is clestributecl on the urban fringe of Kofu and the outer suburbs. But in the 

central part of Kofu， the number of ne¥v job offers is relatively 10w. This fincling sug-

gests the outward movement of the location of employment from the city center to the 

suburbs. 

(3) 1n the central part of Yamanashi Prefcture， it would be regarded that three types 

of inclustry locations exist， the introcluctiorl of factories， the establishment of i11.dustrial 

parks and the establishment of wholesale centers， which play a11. important part in the 

grO¥vth of employment. The effects of this to the growth of employment were discussecl 

based on some case stuclies. The clerived finclings are as fo11ows 

i ) The introduction of factories to the ruraI area had many impacts on the employ-

ment of the neighborhoocl， although such areas affected were relatively small. 

ii ) The 11.ew employment due to the es tab1ishment of the industrial parks was at a 

peak in the 1970's， especially in the latter part. 

iii) The establishment of the wholesale centers induced the outward movement of the 

location of employment from the city cen ter to the suburbs， but it has not caused an 

mcrease in the number of ernployees. 




